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Ⅰ 序 説
［一］はじめに
1804年に制定されたフランス民法典 (Code Civil―ナポレオン法典 Code
とも称される）は, 2004年に制定から200年という節目の年を迎えた。
19世紀の初頭に誕生したフランス民法典は, 近代的民法典の一つのモデルとし
て, その後のヨーロッパを中心とした諸外国の立法に多大な影響を与えた。日
本の民法典編纂作業におけるフランス民法典の影響はいうまでもない。パリ大
学教授ボアソナード (Boissonade) によって起草され, フランス法を基礎とす
る旧民法は,「民法典論争」の結果, 実施されなく終わったが, 1898（明治31）
年に施行された日本民法典は, その形式においてはドイツ民法草案に倣っては
いるが, その内容においてはフランス民法の影響を否定できないことが指摘さ
れるところである。
本稿は, 200年以上にわたる幾多の変遷を経て現在に至ったフランス民法典
の家族法領域の現行規定についての注釈を試みようとするものである。
※
その成
立から現在までの間, フランス民法典は, フランス社会の変容に伴い種々の改
正を余儀なくされた。とりわけ, 家族法領域における改正は大幅であった。民
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法典第１編第５章「婚姻｣, 第６章「離婚｣, 第７章「親子関係｣, 第８章「養
親子関係｣, および第９章「親権」の法典制定当時における全244条のうち,
2005年時点でそのまま残っているのは, わずか１割強にすぎない。
フランスでは, 第二次世界大戦後も, 家族法の多くの領域で不断に重要な改
正がなされてきた。これに対して, わが国では, 戦後日本国憲法が公布され,
民法典の家族法規定の根本的改正を余儀なくされたものの, その後は部分的改
正がなされるにとどまっている。しかしながら, 戦後間もなくの家族法改正か
らすでに60年以上を経過した現在, 家族を取り巻く法的状況は大きく変化し,
それに対応した家族法改正の要請がますます強くなっている。先年（2009年）
には, ３つの学会（｢日本私法学会｣,「日本家族＜社会と法＞学会｣,「ジェン
ダー法学会｣）が「家族法改正」を共通のテーマに掲げシンポジウムを開催し
たことも, 家族法改正の機運を高めている。わが国の家族法改正をめぐる立法
論にとっても, フランス民法典の家族法領域の規定とその内容を明らかにする
ことは, 少なくない意義をもつと思われる。
なお, わが国では, 親族法と相続法を含めて「家族法」と呼ぶことが多い
（｢家族法」は, その形式的意義としては, 日本民法典第４編「親族」と第５
編「相続」を意味する)。このようにわが国で親族法と相続法を「家族法」と
して統一的にとらえるのは,「家｣・｢家督相続」制度に由来するところであり,
比較法的には特異である。フランスでは, 家族法 (droit de la famille) という
場合, そこに相続法は含まれない。本稿における注釈の対象も, 民法典第３編
「所有権取得の諸方法」(Des 	
	dont on acquiert la )
の第１章「相続」(Des successions) および第２章「恵与」(Des 	）を
除外し, 民法典第１編「人」(Des personnes) の６つの章, すなわち第５章
「婚姻」(Du mariage) [第144条～第227条], 第６章「離婚」(Du divorce）[第
228条～第310条], 第７章「親子関係」(De la filiation) [第310条の１～第342
条の８], 第８章「養親子関係」(De la filiation adoptive）[第343条～第370条
の５], 第９章「親権」(De parentale）[第371条～第387条], および
1999年11月15日の法律によって民法典第１編に追加された第12章「民事連帯協
約及び内縁」(Du pacte civil de 	et du concubinage）[第515条の１～第
515条の８］に位置する条文に限定する。民法典第３編第５章「夫婦財産契約
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及び夫婦財産制」(Du contrat de mariage et des matrimoniaux), 第１
編第２章「身分証書」(Des actes de 	

civil), 第10章「未成年, 後見及び
未成年解放」(De la 
, de la tutelle et de 	
) も, 家族法に
含まれる, ないしはそれに関連すると考えられるが, 上の範囲の条文の解説の
なかで必要に応じて間接的に触れるにとどめることにする。
［二］フランス家族法の発展とその動向
（１）フランス革命の勃発（1789年）から民法典制定（1804年）までの, い
わゆる「中間法」(droit 
) の時代には, 革命が標榜する「自由と
平等」の名のもとに, 封建的秩序の撤廃が図られた。家族法領域においても,
婚姻が世俗化され, それが純然たる「民事契約」とされるとともに（1791年の
憲法), 古法時代には禁止されていた離婚が認められることになった。また,
家族の長の権力が弱化され, 自然子 (enfant naturel＝非嫡出子）と嫡出子の平
等が宣言されるなど, 多くの改革がなされた。
1804年のフランス民法典は, 中間法の自由主義的傾向と古法の権力主義的傾
向の妥協の産物として誕生した。民法典が前提とした家族モデルは, 家族の長
の権力のもとに組織された嫡出家族であり, 婚姻こそが家族の基礎であるとさ
れた（自然子はその父母の家族から排除された)。また, 家族の団結が妻に対
する夫の優位性と絶大な父権 (puissance paternelle) によって確保された。妻
は無能力者とされた。しかし他方で, 民法典は婚姻の世俗性を維持するととも
に, 革命期の自由主義を縮小しながらも離婚制度を維持した。
民法典の制定後, 19世紀の後半以降のフランスにおける資本主義の飛躍的発
展がフランス社会・家族を大きく変容させることになり, それへの立法的対応
が迫られることになった。離婚は民法典制定後, 1816年５月８日の法律により
禁止されていたが, 1884年７月27日の法律によって再び民法典に導入されるこ
とになった（有責主義に立つ裁判離婚のみ)。また, 一連の法律によって婚姻
の成立要件が緩和されるとともに, 妻の能力が次第に拡大されていった（1938
年２月18日の法律は妻に完全な行為能力を認めるに至った)。親権法の分野で
も, 1889年７月24日の法律が失権（親権剥奪）制度を導入し, 親権（父権）の
絶対性が緩和された。自然子の地位も, その相続権が1896年３月25日の法律に
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よって拡大されるとともに, 原則として禁止されていた父の捜索が1912年11月
16日の法律により広範囲に認められることになるなど, 一定の改善がみられた。
しかしながら, 民法典の家族法領域における全面的改正が実現をみるには,
第二次世界大戦後の習俗や家族形態の著しい変化, 伝統的家族観の崩壊などへ
の法的対応である, 1964年から1975年にかけての次のような一連の法改正を待
たなければならなかった。
（後見および未成年解放に関する）1964年12月14日の法律, (夫婦財産制に
関する）1965年７月13日の法律, (養親子関係に関する）1966年７月11日の法
律, (親権に関する）1970年６月４日の法律, (相続および遺留分に関する）
1971年７月３日の法律, (親子関係に関する）1972年１月３日の法律, (離婚に
関する）1975年７月11日の法律。
その後も, 次のような重要な改正が, 前世紀の終わりから今世紀の初めにか
けて相次いでなされている。(民法典の「親子関係」の章に「医療的に補助さ
れた生殖」の款を新設・追加する）1994年７月29日の法律, (民法典第１編に
「民事連帯協約及び内縁」の章を新設・追加する）1999年11月15日の法律,
(相続に関する―子の相続権の平等化, 配偶者相続権の強化―）2001年12月３
日の法律, (親権に関する）2002年３月４日の法律［親権に関しては, 1970年
６月４日の法律の後, 1987年７月22日の法律, 1993年１月８日の法律による改
正があった],（離婚に関する）2004年５月26日の法律, (親子関係に関する―
嫡出子・自然子の表現の撤廃―）2005年７月４日のオルドナンス。
（２）このような近年の法改正にみられるフランス家族法の基本的動向の一
つとして, まず,「個人主義」(individualisme) の方向性を看取することができ
る。家族構成員の自由・独立性を保護し, 夫と妻, 父と母, 嫡出子と自然子の
間の平等を進めることによって, 民法典制定時における（嫡出）家族の夫（父）
権による支配にもとづく結合という構造は崩壊の一途をたどった。また, 近年,
家族法の「契約化」(contractualisation) の方向性も顕著である。もともと家族
法の領域は公序が支配し, 多くの規定は強行法規である。そこでは当事者の意
思は, 公序の後ろに後退することを余儀なくされていた。しかし近年, 個人の
意思に家族間の紛争解決のためにますます重要な役割を担わせる方向での法改
正がなされている（とりわけ, 婚姻法・離婚法の領域において顕著である―同
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意離婚制度の導入, 民事連帯協約など)。しかし, このような意思重視の傾向
は家族法に対する公権力の関与の衰退を意味し, 危険もはらんでいる。たとえ
ば子の利益への配慮が求められる場面では, それへの配慮を欠く親の意思から
子を保護するために公権力の関与が必要となる。
家族法の契約化は, 多様化する家族観や家族形態（後述）を背景とした, 家
族法における「多元主義」(pluralisme) の方向と無縁ではない。現代の家族法
は, 一つの家族モデルを強制することなく, 幾つかの選択肢を用意し, 当事者
の価値観にもとづいて選択させるという態度をとることが多い（たとえば, カ
ップルの形態としては, 婚姻, 内縁, 民事連帯協約の三つの選択肢があり, 婚
姻生活がうまくいかなくなった場合にも, 別居と離婚―４つの形態がある―が
用意されている)。このような家族法の「多元化」は家族法を柔軟化させ, 個
別家族の事情に応じた法的対応を可能にする。また, 一定のモデルや価値の強
制の排除は, 法律の「中立化」(	) を招くとともに, 個別家族の事情
を尊重するために「裁判官の裁量」の余地を拡大させる。家族法の規定には,
「子の利益｣,「家族の利益｣,「重大な事由」など, 曖昧で漠然とした文言が増
加し, その解釈は裁判官に委ねられることになる。しかし, そこには裁判官の
恣意が入り込む余地が生まれ, 予見可能性が損なわれるなどの問題が生じる。
［三］フランスの家族とその現況
（１）フランス民法典は,「家族」(famille) の定義を規定していない。ある
学説によれば, 家族とは「生物学的事実（血族関係), 法律行為（婚姻・養子
縁組), 社会的行動（内縁）のような, 一つまたは複数の要素が結合させる人々
の集合」と定義される (Patrick Courbe, Droit de la famille, 2008, n
1)。家族の
定義はともかくとして, 家族関係は,「血の関係」(血族関係), および「血の
関係」に基づかないそれ以外の関係（婚姻関係, 姻族関係, 養子縁組）から発
生する。
（）血族関係 (	) とは,「血の関係」(liens du sang) が結びつける
人と人との関係である｡「血族関係の近さは, 世代 (		) の数によっ
て定められ, それぞれの世代は１親等 (	) とよばれる」(741条)｡「親等
の連続が, 系 (ligne) を形成する。一方から他方へ降りる者の間の親等の連続
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を直系 (ligne directe) とよび, 一方から他方に降りないで, 共通の始祖から降
りる者の間の親等の連続を傍系 (ligne )」とよぶ（742条１項)。
 直系血族は, 尊属 (ascendante) と卑属 (descendante) に分かれる（742
条２項)。尊属は, さらに父方の (paternelle) 尊属と母方の (maternelle)
尊属に分かれる。直系血族間では, 親等数は世代数によって数えられる。
したがって, 息子は父の１親等の直系血族であり, 孫は祖父の２親等の直
系血族である (743条１項)。
 傍系血族間における親等は,「血族の一人から共通の始祖を含まないで
その始祖まで, 更にその始祖から他の血族までの世代によって数えられる」
(743条２項)。したがって, 兄弟姉妹は２親等, おじとおいは３親等, い
とこは４親等である (743条３項)。なお, 兄弟姉妹には, 父母ともに同じ
兄弟姉妹 (	
et germains) と, 父のみが同じ兄弟姉妹 (	
et
consanguins), 母のみが同じ兄弟姉妹 (	
et ) が
ある。
（）婚姻関係 (lien conjugal) は, 婚姻という法律行為の効果として発生す
る。
（）姻族関係 (lien d’alliance) は, 配偶者の一方を他方の血族に結びつけ
る関係である。直系姻族と傍系姻族が存在する。親等の数え方は血族の場合と
同様である。
（）養子縁組 (adoption) は, 養親と養子の間に, 生物学的関係がないに
もかかわらず親子関係を創設する。単純養子縁組 (adoption simple) と完全養
子縁組 (adoption 
) とがある。
（２）フランスの家族は, 社会学的にみても大きな変化をみせている。現実
の家族の規模は次第に縮小し, 現代では原則としてカップルとその子を中心と
した, いわゆる「核家族」となっている。また, 家族形態の多様化も進んでい
る。婚姻は減少し, 婚姻の形態をとらないカップルが増加している。婚姻の年
間件数は1974年には394,000件以上であったのが, 1993年には254,000件に減少
した。その後, 1996年には287,000件, 1997年には291,000件, 2001年には
305,300件と若干の増加傾向がみられた。しかし, 2003年には282,000件, 2004
年には278,000件, 2006年は274,000件, 2007年には267,000件となり, 減少傾向
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が続いている。その一方で, 内縁 (concubinage) が増加する（1968年から1990
年までの間に５倍以上に増加した)。また, 1999年11月15日の法律によって,
婚姻を選択しない (できない) カップルが内縁ではなく ｢民事連帯協約｣
(PACS) を選択することも可能となったが, その登録数は2004年には40,000件,
2005年には60,000件, 2006年には77,000件以上となっている。このような傾向
に伴い, 自然子（非嫡出子）の出生率が増加した。1965年には６％, 1979年に
は10％であった婚外で生まれた子の比率は, 1990年に30％, 1998年に41％,
2000年に43％, 2003年に45％と上昇し, 2007年には50％以上に達している。離
婚も増加し, 離婚件数は1972年には53,000件であったのが, 1980年には81,000
件, 1992年には108,000件, 1995年には120,000件となっている。その後, 1999
年には119,000件, 2001年には115,000件と停滞傾向がみられたが, 2004年には
134,000件, 2006年には139,000件となり, 再び増加に転じている。
最近の家族の顕著な動向の一つとして指摘されるのは, いわゆる「複合家族」
(famille ) の出現・増加である。離婚の容易化や内縁の増加は多く
のカップルの地位を不安定にし, 再婚やパートナーの変更が繰り返されること
になる。そうなると, たとえば両親の離婚により母と生活する子が, 母の再婚
に伴い母およびその再婚相手と生活をともにすることになるが, 一つの家庭に
再婚夫婦から生まれた子, 妻の前婚の子, 夫の前婚の子が混在する（一つの夫
婦・カップルと生活する子が常に共通の親をもつわけではない）という状況が
生じる。また, 離婚や自然子の増加に伴い, 一人または複数の子と単独の親
（多くの場合は母）によって構成される, いわゆる「単親家族」(famille
monoparentale) が増加することになる。単親家族の割合は, 1991年には25歳
未満の子をもつ家庭の約13％であったのが, 2007年には約20％に達している。
※ 本稿の執筆に当たっては, 後掲のフランス文献を参照した。注釈は, 通説的な見解およ
び判例に従って記述した。注釈の対象となる条文には２世紀の間に幾多の改正を繰り返さ
れたものも多く, できるだけ現行規定に至るまでの立法の経緯が理解できるように心がけ
た。
フランス家族法については, わが国においても優れた先行研究があり, 本稿はそれらに
負うところが大きい。フランス家族法全般に関わる文献（比較的最近の著書に限定）とし
ては, 現代外国法典叢書『佛蘭西民法［Ⅰ］人事法』(有斐閣, 1956年［復刊版])［主と
して第二次大戦までの規定に関するものではあるが, フランス家族法に関する本格的注釈
書である], 山口俊夫『概説フランス法 上』(東京大学出版会, 1978年), 稲本洋之助
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『フランスの家族法』(東京大学出版会, 1985年), 水野紀子「家族」北村一郎編『フラン
ス民法典の200年』(有斐閣, 2006年）などがある（その他の文献については後掲した。個
別領域に関する邦文献については, 各章の注釈の後に掲載する)。その他, フランス民法
典の条文を訳出するものとして, 法務大臣官房司法法制調査部編『フランス民法典―家族
・相続関係―』(1978年, 法曹会), フランス法に関する辞典として, 中村・新倉・今関
（監訳）『フランス法律用語辞典』(三省堂, 1996年), 山口俊夫編『フランス法辞典』(東
京大学出版会, 2002年）があり, 条文・用語の訳出等について参考にさせていただいた。
Ⅱ 民法典第１編第５章「婚姻」(Du mariage)
［一］民法典第１編第５章の内容
民法典は, その第１編［｢人」(Des personnes) と題される］第５章を「婚
注
釈
・
フ
ラ
ン
ス
家
族
法
（
１
）
主なフランス文献（体系書・概説書のうち主として参照したものに限定した）
Gabriel Marty et Pierre Raynaud, Droit civil (Les personnes), 1976 ; Henri et Mazeaud,
Jean Mazeaud, Michel de Juglart, 	de droit civil (Les personnes), 1976 ; Alex Weill et

, Droit civil (Les personnes, La famille, Les	), 1983 ; Claude Colombet,
La famille, 1985 ; Jacqueline Rubellin-Devichi, Droit de la famille, Dalloz Action, 1998 ; Alain
, Droit civil (La famille), 1993 ; Jean Carbonnier, Droit civil (Introduction, Les
personnes, La famille), 2004 ; Philippe Malaurie et Hugues Fulchiron, La famille, 2006 ; 
Cornu, Droit civil (La famille), 2006 ; Pierre Murat, Droit de la famille, Dalloz Action, 2007 ;
Patrick Courbe, Droit de la famille, 2008.
フランス家族法全般に関する邦文献 (1980年以降のものに限定した)
有地亨「フランスにおける最近の家族の歴史的再構成の試み」青山道夫博士追悼論集『家
族の法と歴史』(法律文化社, 1981年), 仁平先麿「フランスの家族法」法時56巻４号
(1984年), 高橋朋子「カルボニエの家団論」都法28巻２号（1987年), 同「近代フランス
における伝統的家観念をめぐる家団論の展開」東海２号（1988年), 同「近代フランスに
おける家族の団体主義的観念（１）(２)」東海５号（1990年)・６号（1991年), 松川正毅
｢最近フランス家族法研究事情｣ ジュリ962号 (1990年), 滝沢聿代 ｢現代フランス家族法」
『講座・現代家族法第１巻』(日本評論社, 1991年), 大野博実 ｢フランスの家族法｣ 黒木
三郎監修 『世界の家族法』 (敬文堂, 1991年), 大村敦志「フランス家族法改革と立法学」
法協110巻１号（1993年), 力丸祥子「フランスにおける家族法改革の展開」比較法雑誌33
巻３号（1999年), 西海真樹・山野目章夫編『今日の家族をめぐる日仏の法的諸問題』(中
央大学出版部, 2000年), 日仏法学会編『日本とフランスの家族観』(有斐閣, 2003年),
サビーヌ・マゾー＝ルヴヌール（大村敦志・訳）｢フランス家族法におけるグローバリゼ
ーションの現れ」ジュリ1303号（2005年), カトリーヌ・フィリップ（宮本誠子・訳）｢欧
州人権条約がフランス家族法に与えた影響」阪法56巻６号 (2007年), 幡野弘樹「ヨーロ
ッパ人権条約がフランス家族法に与える影響」日仏24号 (2007年）など。
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姻」(Du mariage) と表題づけ, 婚姻の成立要件と婚姻から生じる身分的（非
財産的)・財産的効果について規定する。しかし,「離婚」(Du divorce) につ
いては, 次の第６章に規定する。なお,「婚姻証書」(Des actes de mariage)
については, 第２章［｢身分証書」(Des actes de civil）と題される］第
３節に,「夫婦財産契約及び夫婦財産制」(Du contrat de mariage et des	

matrimoniaux) については, 第３編［｢所有権取得の諸方法」(Des 


	
dont on acquiert la ) と題される］第５章に規定が置かれて
いる。
［二］婚姻の意義と性質
民法典は婚姻の正確な定義を与えていないが, 民法典の起草者の１人である
ポルタリス (Portalis) は, 婚姻を「種を永続せしめ, 生活の重荷を負担するた
め相互に助け合い, 共通の運命を分かち合うために結合する男女の共同体」と
定義した。しかし, 種の永続を婚姻の主要目的とするこの定義は, 批判を免れ
なかった［高齢者の婚姻も,「臨終婚」(mariage in extremis) さえも認められ
る]。最近の学説の１つは, 次のように婚姻を定義している｡「婚姻とは, １人
の男性と１人の女性が, 彼らの間に, 民事法がその条件, 効果, 解消を強行的
に規定する結合を設定する要式の法律行為 (acte juridique solennel) である」
(Weill et 
, op. cit., n185)。
婚姻には, 次の三つの性質が見出される。
（１）要式的 (solennel) 性質（厳粛性）
ローマ法の伝統を受け継いだ教会法においては, 当初, 婚姻にはいかなる外
的形式も要求されず, 婚姻は純粋な諾成契約 (contrat purement consensuel)
ととらえられていた。しかしこのことは, 重婚を容易にするとともに, 秘密婚
(mariage clandestin) を増加させるなどの弊害を生ぜしめた。そこで教会は秘
密婚を攻撃し, やがてトリエント公会議 (Concile de Trente, 15401563) は司
祭 () および証人の立会いのもとに婚姻合意の交換がなされることを課す
るに至った。その後, ブロアの勅令 (ordonnance de Blois, 1579) もこの改革を
認め, 婚姻が教区の司祭の前で信頼に値する少なくとも４人の証人の立会いの
もとに挙式されねばならないことを決定した。さらに, 1629年の勅令は, この
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ような形式に違反して締結された婚姻を無効と宣言した。この時以来, フラン
スでは婚姻に要式性・厳粛性が要求され, 民法典もそれを維持することになっ
たといわれるところである。しかし民法典においては, 身分吏 (officier 
civil) による挙式（75条）という形の要式性であるとともに, 身分吏は自ら婚
姻を挙式し婚姻を成立させる役割を与えられることになった（かつての司祭は
単なる証人にすぎなかった）ことに注意が必要であろう。
（２）民事的 (civil) 性質（世俗性―	）
アンシャンレジーム期においては, カトリック教会が婚姻に関する裁判権お
よび立法権を支配していた（10～16世紀)。しかし16世紀に入ると, 王権によ
って教会の支配は次第に弱められる。裁判権については, 婚姻の形成に関する
訴訟の裁判権は宗教裁判所に委ねられたものの, 婚姻の効力に関する訴訟の裁
判権が世俗の裁判所に与えられることになり, その後, 世俗の裁判所が婚姻無
効の訴えにも裁判権をもつなど, その管轄を拡大していった。また, 王権はそ
の立法権をも強化する。王権は（身分の低い者との不釣合いな結婚を避けるた
め）婚姻に親の同意を要求する勅令を発するなど活発な立法活動を行うが, や
がて国家のみが婚姻に関する立法をなしえ, 教会法の規定はそれらが国王の勅
令によってフランスで公布される場合にしか法的効力を有しないと考えられる
に至った。このように裁判権と立法権を大幅に剥奪された教会は婚姻の挙式を
行い, 挙式を証明する証書を作成する権利については維持したものの, 1787年
の勅令は, 非カトリック信者が自らの選択に従い, 司祭あるいは王廷判事に婚
姻の届出を受理させうることを認めた。
このようにすでに革命前にみられた婚姻の世俗化は, 革命期に完成をみる。
1791年の憲法は,「法律は婚姻を民事契約としてのみ考える」(２章７条）と規
定し, 1792年９月20－25日のデクレは, 婚姻が市町村吏員によって挙式される
ことを規定したのである。このような婚姻の民事的, 世俗的概念が民法典のな
かに受け継がれていったことはいうまでもない。
（３）個人的 (personnel) 性質
婚姻には２つの対立する概念が存在した。第１には, キリスト教の伝統に適
合する個人的概念であり, 男女の合意を婚姻形成の本質的要素とし, 彼らに自
由な婚姻のための最大限の独立性を保障する。他方で, 王権が確立を試みた家
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族的概念が存在し, それに従えば, 婚姻は何よりも２つの家族の結合であり,
婚姻形成への家族的介入は当然であるととらえられる。民法典および現在の立
法は, 婚姻の個人的概念を強調する立場にある（家族的介入を全面的に排除す
るわけではないが）とみることができよう。
ところで, 婚姻は, 契約 (contrat) であるのか, それとも制度 (institution)
であるのか。この点は大きな論争の対象となったところであるが, 教会法の伝
統的概念のように婚姻を契約ととらえる契約説が従来から一般的であった。し
かし, 契約説では婚姻の形成・解消における公権力の役割を説明できない, 婚
姻が契約にすぎないなら当事者の合意によってその解消が認められなければな
らないが民法典はそれを認めない, などから契約説への批判が強まり, 20世紀
の初頭には, 婚姻を「制度｣, すなわちその枠組みが夫婦の個人的意思を超え,
立法者によって前もって確定された法的地位ととらえる制度説が有力に主張さ
れた。もっとも, 現在の多くの学説は, 婚姻には, 契約的かつ制度的両面があ
るとして, 両者を結合して説明したり, 両者を両立させることを試みている。
最近の婚姻法の動向をみれば, 婚姻の契約的側面を強調する傾向が再び強まっ
ていることは否定できない。
［三］婚約
民法典は, 婚約 () についての規定を置かない。学説は, 婚約の法
的性質につき, 契約とみる立場とそれを否定する立場［婚約は単なる「法律
（的）事実」(fait juridique) にすぎないとみる］が対立した。1838年５月30日
および同年６月11日の二つの破毀院民事部判決（S. 1838.1.492）は,「婚姻の
あらゆる約束は, 婚姻に存在しなければならない無制限の自由を侵害するもの
として, それ自体無効である」と判示して, 婚約の契約的性質を否定する。し
たがって, 婚約には強制力がない。
婚約に関しては, 主としてその解消（破棄）に際して, 次のような問題が生
ずる。
（１）破棄者に対する損害賠償 判例［1838年の破毀院判決, また最近
のものとして1995年１月４日の破毀院判決（Civ. 1re, 4 janv. 1995, D. 1995.250）
がある］は, 婚約の破棄それ自体は損害賠償を発生させないとの基本的立場を
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明らかにしている。損害賠償の発生は, 婚姻の自由を間接的に侵害することに
なるからである。もっとも, 婚約を破棄すること自体は非難されるべきではな
いとしても, 破棄が破棄者のフォート (faute) に基づくときには, 不法行為と
して破棄者に財産的・精神的損害の賠償を請求することができる。いわゆる
「濫用的破棄」にあたる場合には, 損害賠償が認められるのである。判例では,
「気まぐれな｣,「突然の｣,「時期的に遅い（挙式の５日前)｣,「不誠実な（子
の出生・妊娠のケース)」破棄などが濫用的破棄とされている。損害賠償の基
礎は不法行為責任であるので, 損害賠償の請求者が婚約の存在, 相手方のフォ
ートとそれから生じた損害を証明するのが原則である。
（２）贈物の返還 婚約の際になされた贈物は, 婚約が婚姻に至ること
なく解消された場合には, 民法典第1088条（｢婚姻のために行う贈与はすべて,
婚姻がそれに続かない場合には失効する」と規定する）により, 原則として返
還されなければならない。しかし, わずかな経済的価値しか有しない, いわゆ
る「慣習上の贈物」(d’usage) については返還の必要はないとされる。
婚約指輪 (bague de 	

	) については, 婚約が解消された場合にも返還
する義務はないとするのが最近の判例・通説の立場である。もっとも, その価
格が贈与した方の資力からみて不釣合いな場合やそれが「家族の宝石」(bijou
de famille―代々伝わる宝石）である場合には返還しなければならない。
（３）婚約者の死亡に責任のある第三者に対する損害賠償請求 婚約者
の一方が第三者によって死亡させられた場合に, 他方はその第三者に対して損
害賠償を請求しうるかについて, 判例は死亡した者と損害賠償を請求する者と
の法的関係の不存在を理由にそれを肯定することを躊躇したこともあったが,
現在ではそれを肯定するに至っている (Crim., 5 janv. 1956, D. 1956.216)。
［四］内縁および PACS
1999年11月15日の法律は, 民法典第１編に第12章「民事連帯協約及び内縁」
を追加した｡ 本法は PACS [pacte civil de 	
	(民事連帯協約と訳される)]
という新たな非婚カップルの形態を創設するとともに, 内縁 (concubinage) の
定義規定を設けた。内縁の意義, その変遷, その効果および PACSについては
⇒第12章 [現在は第13章となっている]（第515条の１～515条の８）参照。
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［五］婚姻の動向
婚姻をめぐる最近の動向については⇒本稿Ⅰ［三］(２）参照。
第１節 婚姻を締結しうるために要する資格と要件 (Des et conditions
requises pour pouvoir contracter mariage）
［一］婚姻の成立要件には, 実質的要件と形式的要件がある。本節は, その
うち実質的要件について規定する。実質的要件は, 生理学的要件, 契約的要件,
社会道徳的要件に分類される（分類の仕方は学者によって異なる)。
［二］生理学的要件には, 将来の夫婦の性別と年齢に関する要件（⇒144条,
145条）のほか, 健康状態に関する要件がある。病気や身体の障害は婚姻に対
する障害とはならないが, 将来の夫婦の各々は, 挙式の前に, 身分吏に２カ月
以内の日付の婚前証明書 (certificat 	
	) [医師の証明書 (certificat
)］を交付しなければならない（さもなくば, 身分吏は公告の手続を行
うことができない―63条)。しかし, この証明書は, 当事者が婚姻のために診
断を受けたことを証明するのみで, (診断の結果など）他のいかなる記載もな
されない。
(１)
［三］(１）契約的要件として, 将来の夫婦の婚姻についての「同意」
(consentement) が必要である（⇒146条)。まず, この同意が存在するために
は, 夫婦としての共同生活をする意思 (intention conjugale) が必要とされる。
この点で問題となるのは, いわゆる「仮装婚姻」(mariage ) のケースで
ある（⇒146条の注釈参照)。また, 同意の完全性 (
) も要求され, 同
意に錯誤・強迫のような瑕疵があってはならない（⇒146条の注釈参照)。
（２）未成年者［または保佐制度 (curatelle)・後見制度 (tutelle) のもとに
置かれた成年者］については, 婚姻についての当事者の個人的同意では不十分
で, 当事者以外の者の同意（許可）を得なければならない（⇒148条, 149条,
150条, 159条など。保佐または後見のもとに置かれた成年者については460条
が規定する⇒146条の注釈も参照)。
（３）ところで, すべての人は原則として婚姻するまたは婚姻を拒否する自
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(１) 2007年12月20日の法律は, 63条の婚前証明書を要求する規定を削除した。
由（婚姻の自由）を有するが, 婚姻を拒否することを強制し, または反対に婚
姻に同意することを強制するような形で, この自由に「私的な侵害」
(atteintes ) が加えられることがある。いわゆる「独身条項」(clause de
	
) ―婚姻を禁止する条項―,「寡居（再婚禁止）条項」(clause de )
―再婚を禁止する条項―が契約・法律行為に挿入されている場合にこのような
問題が生じうる。まず問題となるのは, 贈与・遺贈のような無償の行為にこの
ような条項（受贈者・受遺者が婚姻・再婚する場合には恵与を受益できないと
いう条項）が挿入されている場合である。判例は, 寡居条項のケースについて,
このような条項は不法な動機（意地悪・死後の嫉妬など）に基づくものでない
かぎり有効であるとする。次に問題となるのは, 有償契約にこのような条項が
挿入されている場合である。判例は, 労働契約に独身条項が挿入されていた
「エールフランス・スチュワーデス事件」において, このような条項は原則と
して無効であるとする（Paris, 30 avr. 1963, D. 1963.428)。もっとも, このよう
な条項も,「職務の必要性がやむをえずそれを要請する例外的場合には｣, 有効
とされることがある (Ass.	., 19 mai 1978, D. 1978.541)。また, 婚姻の自由
には配偶者選択の自由も含まれるが, この自由が労働契約・就業規則によって
制限されてはならない（被用者間の婚姻を禁止する就業規則は違法である―
Soc., 10 juin 1982, JCP 1984. II. 20230)。婚姻仲介 (courtage matrimonial) ―業
者が報酬を得て婚姻を望む二人の出会いを提供することを約する契約―につい
ては, その効力が問題とされた時代もあったが, 現在では破毀院によってその
有効性が承認されている (Req., 27 1944, D. 1945.121)。なお, 婚姻を拒否
する自由を保障するために, 婚約の強制力は否定される（⇒婚約に関しては本
稿Ⅱ「三」参照)。
［四］社会道徳的要件として, 解消されていない前の婚姻の不存在（重婚の
禁止）(⇒147条), および一定の親族関係の不存在（近親婚の禁止）(⇒161条
～164条）という２つの要件が課せられる。なお, 女子については離婚または
夫との死別後, 原則300日の再婚禁止期間 (	de ) が課せられていた
が（旧228条), 離婚に関する2004年５月26日の法律は再婚禁止期間に関する規
定を消滅させた。
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［一］本条は, 婚姻の最低年齢（婚姻適齢）について規定する。革命期には
婚姻の最低年齢は男子・15歳, 女子・13歳に設定されたが, ナポレオン法典は
男子・18歳, 女子・15歳とした（旧144条)。しかし, 2006年の改正により, 男
女を問わず満18歳に統一されるに至った（満18歳は成年年齢でもある⇒388条)。
なお, 民法典は最高年齢を規定しない。
［二］民法典は性の相違が婚姻の成立要件であることを明言してはいないが,
自明のこととされる（本条がそれを示唆しているとはいえよう)。最近の破毀
院判決も, 婚姻が１人の男性と１人の女性との結合であることを明確に述べる
(Civ. 1re, 13 mars 2007, D. 2007.1389)。性器の不全, 性的不能は, それ自体婚
姻の無効原因とはならない（教会法・古法においては, 性的不能の場合には婚
姻が無効であるとされた)。しかし, たとえば性的不能を隠して婚姻した場合
には, 錯誤に基づく婚姻として無効とされる余地があるし, 離婚原因となるこ
ともあろう。
なお,「民事連帯協約」(PACS) 制度を導入した1999年11月15日の法律は,
同性のカップルに婚姻という形態は承認しないものの, 一定の法的保護を与え
る。また, 近年, 性転換者の婚姻の問題も提起されている。性転換手術を受け
た者に身分証書の性別表記の変更が認められるかについて, 判例は身分の不可
処分 (	
de
		) の原則を根拠にそれを拒否してきたが, 1992年12
月11日の破毀院大法廷判決 (Ass.
11 
. 1992, JCP 1993. II. 21991) がそ
れを肯定するに至っている（この背景にはヨーロッパ人権裁判所によるフラン
スへの非難があった)。このことから, 身分証書の性別表記が変更された者が,
変更後の性と異なる性の者と婚姻することも可能になったとみられている。
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第144条 (2006年４月４日の法律第399条）男と女は, 満18歳の前には,
婚姻を締結することができない。
Art. 144 (L. n2006399 du 4 avr. 2006, art. 1er) L’homme et la femme ne
peuvent contracter mariage avant dix-huit ans 
.
第145条 (1970年12月23日の法律第1266号）ただし, 婚姻の挙式地の共
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前条で規定された婚姻の最低年齢に達しない場合であっても, 重大な理由が
あれば, 本条の「年齢の（制限）免除」(dispense ) によって婚姻するこ
とが可能になる。実際には, 女子の懐胎（生理学的成熟を証明している）が重
大な理由とされることが多い｡「年齢の（制限）免除」の手続がとられること
が少なくなかったため（年間400件ほど), 1970年12月23日の法律によって, こ
の免除を与える権限が共和国大統領から共和国検事に移譲されることになった。
[一］本条は, 当事者の同意 (consentement) [合意] が婚姻の本質的要素
であることを宣言する。同意がない場合には, 婚姻は絶対的無効となる（⇒
184条)。
［二］挙式時における精神的障害 (trouble mental) により, 本条の同意が存
在しない場合がある［もっとも, 意識がはっきりしている時期―明瞭期間
(intervalle lucide) ―の同意は有効である]。挙式時の酩酊・催眠状態, 麻薬の
影響などによって同意が存在しないことが証明された場合も, 婚姻は無効とな
る。
なお, 保佐制度 (curatelle) のもとに置かれた成年者については, 保佐人の
許可が必要とされる（保佐人の許可がない場合には裁判官の許可が求められる
―460条１項)。また, 後見制度 (tutelle) のもとに置かれた成年者については,
裁判官または家族会の許可が必要である（460条２項)。
［三］家庭を築く（夫婦としての共同生活をする）という意思はなく, 特別
な目的（子を嫡出子にするため, 国籍・滞在資格を取得するためなど）を達成
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和国検事には, 重大な理由がある場合に年齢の免除を与えることが許され
る。
Art. 145 (L. n701266 du 23 	. 1970) 
il est loisible au
procureur de la du lieu de du mariage, d’accorder des
dispenses pour des motifs graves.
第146条 同意が存在しないときは, 婚姻は存在しない。
Art. 146 Il n’y a pas de mariage lorsqu’il n’y a point de consentement.
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するためにのみ婚姻がなされることがある。このような婚姻は有効であるのか。
いわゆる,「仮装婚姻 (mariage )」の問題である。1963年11月20日の破
毀院判決 (Civ. 1re, 20 nov. 1963, D. 1964.465) は, 婚姻（たる結合）と無関係
な効果を得るためにのみ挙式をした場合には, 真の同意が存在せず婚姻は無効
であるが, 婚姻の主たる法的効果の一つを得るためであれば有効であると判示
して, 子を嫡出子にするためになされた婚姻を有効とした。この基準に従えば,
国籍の取得のみを目的とした婚姻は無効である。なお, 国籍の取得のみを目的
とした婚姻を避けるために, 立法的対応が繰り返された（最近の例としては,
2006年７月24日の法律による民法21条の２の改正がある)。
［四］婚姻が有効に成立するためには, 同意が存在するのみならず, その同
意に瑕疵がないことが必要である（婚姻同意に瑕疵がある場合は, 婚姻は相対
的無効である⇒180条)。
一般法では, 錯誤 (erreur), 詐欺（dol), 強迫 (violence) の３つが合意に瑕
疵がある場合とされるが (1109条参照), 婚姻法では, ロワゼル (Loysel) の,
「婚姻においては欺きうる者が欺く―婚姻は欺くこと勝手たるべし」(En
mariage, il trompe qui peut) という伝統的法諺に従って, 詐欺は排除されると
考えられている。すなわち, 婚姻の同意には錯誤・強迫があってはならないが,
詐欺については考慮されない（⇒180条参照。日本民法では詐欺による婚姻は
取り消しうるとされていることについては, 日本民法747条参照)。
錯誤について, 民法典原始規定は,「人における錯誤」(erreur dans la
personne) があった場合のみを無効原因としていた（180条２項)。民法典の起
草者の指針となったポティエ (Pothier) の見解によれば, この「人における錯
誤」とは, 人の肉体的同一性 (	

physique) についての錯誤のみを指すと
され, 極めて制限的にとらえられた。しかしこのような錯誤は, 当事者が身分
吏の面前において互いに夫となり妻となることを表明することが要求される制
度のもとでは, ほとんど起こり得ない。判例は, このような場合のみならず,
個人の身分に関する民事上の同一性 (	

civile) についての錯誤の場合,
たとえば身分証書を偽造して他人の氏を偽称している者をその氏の家族に属す
ると誤信した場合も婚姻を無効とし, 上の見解よりも若干拡張的に解釈した。
しかしながらその一方で, 判例は, 人の資質 (
) についての錯誤を婚姻
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無効の原因とはしなかった。有名な1862年４月24日の破毀院判決 (Berthon 判
決―DP 1862.1.153) は, 良家の娘が釈放された徒刑囚と知らずに婚姻したケー
スで婚姻の無効を否定している。ところが, 20世紀に入ると, 配偶者の性的不
能・精神状態・名声・国籍（戦争時の事例）についての錯誤や離婚経験を知ら
なかったことを理由にして婚姻を無効とする下級審の判決が登場するに至る。
そして, 1975年７月11日の法律が, 民法典第180条第２項に,「人における錯誤」
と並んで,「人の本質的資質についての錯誤」(erreur sur les 
essentielles de la personne) をも明文で無効原因に加えることになった。学説
によれば, このような錯誤により婚姻が無効とされるためには, 主観的要件
（錯誤がなければ錯誤者が婚姻に合意しなかったであろう決定的錯誤であるこ
と）および客観的要件［婚姻の目的からみて本質的であるといえる資質につい
ての錯誤であること―その例として, 相手の犯罪歴, 精神的健康, 性的能力な
どが挙げられる。反対に, 財産状態, 職業, 国籍（特別な場合は別として）な
どは除外される］が充足されることが必要である。
強迫による婚姻（身体・財産を危険にさらすという恐怖を与えて婚姻を締結
させること）も, 婚姻についての自由な同意がないため無効となる（⇒180条)。
強迫は相手方によりなされるか, 第三者（両親, 周囲の人々など）によりなさ
れるかを問わない。強迫は一定の重大性を有し, 通常人であれば影響されると
考えられる程度のものでなければならない。父母または直系尊属に対する単な
る畏敬 (crainte 	
	) は, 同意を瑕疵あるものとはしないというのが
フランス民法の伝統である（⇒1114条参照)。しかし, 立法者は個人の自由意
思を守るために特別の規定を置く（⇒180条)。
1993年８月24日の法律によって追加された本条は, 外国人にフランス国籍を
取得させるためにフランス人によって締結される外国人との仮装婚姻を防止す
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第146条の１ (1993年８月24日の法律第1027号）フランス人の婚姻は, た
とえ外国で締結されるとしても, その出席が要求される。
Art. 1461 (L. n931027 du 24 1993) Le mariage d’un 	,
			, requiert sa 	.
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ることを目的とする。
本条は, 重婚 (bigamie) の禁止を規定する。解消されない婚姻は, 新たな
（第一の）婚姻に対する絶対的障害となるのである。婚姻が一方配偶者の死亡,
不在 (absence), 離婚によって解消されれば, 新たな婚姻が可能となる（民法
典原始規定に存在した, 不貞行為をなした有責配偶者が離婚後その不貞の相手
と婚姻することを禁止する規定―298条―は1904年12月15日の法律によって廃
止され, 離婚した者同士が再婚する場合の禁止規定―295条―も1930年１月４
日の法律によって完全に廃止された)。
重婚を避けるため, 婚姻の挙式には各当事者の３カ月以内に発行された出生
証書の謄本を身分吏に提出することが必要とされる（⇒70条参照)。出生証書
の欄外には婚姻の挙式が記載されることになっているので, 身分吏は前婚の存
在を知ることができ, 新たな婚姻の挙式の手続を拒否することになる。また,
婚姻しようとする当事者の一方の配偶者は, その婚姻について異議を申し立て
る権利を有する（⇒172条)。
重婚の場合, 新たな（第二の）婚姻は絶対的無効 (absolue) となる
（もっとも, 誤想婚の理論が働くことになろう）(⇒184条, 189条。誤想婚に
ついては, 201条参照)。また, 重婚は刑法で罰せられる（刑法典433条の20参
照)。
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第147条 第一の婚姻の解消前に, 第二の婚姻を締結することはできない。
Art. 147 On ne peut contracter un second mariage avant la dissolution du
premier.
第148条 (1927年７月17日の法律）未成年者は, その父母の同意なしに
婚姻を締結することができない。父母間に不一致がある場合には, この
（意見の）分裂は同意をもたらす。
Art. 148 (L. 17 juill. 1927) Les mineurs ne peuvent contracter mariage
sans le consentement de leurs 	
et 	
; en cas de dissentiment entre le
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[一］本条は, 未成年者の婚姻に父母の同意 (consentement) [許可] が必
要であることを規定する。父母の同意を必要とするのは, 未成年の子を保護す
るためである。成年年齢が1974年７月５日の法律によって満18歳に引き下げら
れて以降は（⇒388条参照), 父母の同意が必要となるのは, 15歳以上18歳未満
の女子の場合, または15歳未満の女子もしくは18歳未満の男子が「年齢の（制
限）免除」(⇒145条）を認められた場合であった。しかし, 2006年の改正によ
って, 婚姻の最低年齢が男女を問わず満18歳に統一されたので（⇒144条), こ
の規定が適用されるのは, 男女を問わず「年齢の（制限）免除」が認められた
場合のみとなった。解放された未成年者 (mineur ) の婚姻についても,
このような同意が必要である（⇒481条２項参照)。なお, 父母の婚姻同意権は,
親権 (	
	parentale) の一権能であると考えられている。
本条は嫡出子に関する規定であり, 自然子については158条, 159条２項が規
定していた。しかし, 2005年７月４日のオルドナンス第759号によって, 158条
および159条２項が削除されて以降は, 両親について親子関係が成立し, 両親
が生存しかつその意思を表明しうる限りは（両親が同居している場合, 別居し
ている場合, 離婚した場合を問わず), すべての子について本条が適用される。
なお, 単純養子縁組においては養子と実親との関係が断絶しないが, 養親のみ
が婚姻同意権を行使する（⇒365条１項)。
［二］古法時代, 教会法は婚姻に家族が反対しても婚姻を完全に有効なもの
としたが, 王権はこのような立場に反対し, 1556年２月の勅令 (	) は, 25
歳未満の女子, 30歳未満の男子の婚姻には父母または尊属の同意を必要とし,
このような同意のない婚姻がなされたときには, 父母が子を相続廃除しまたは
すでになされた贈与を取り消すことができるとした。また, 上の年齢を超えて
も, 同意を得ることは必要ないとしても, 尊敬催告書 (sommations
respectueuses) によって親の意見を求めることが要求された（子はこの催告書
を２度提出しなければ, 親の反対を無視して婚姻できない)。
革命期には, 古法時代の過度な父権的傾向への反発から, 家族の同意はもっ
ぱら未成年の子を保護するためであるとして, 成年年齢（21歳）に達した者に
注
釈
・
フ
ラ
ン
ス
家
族
法
（
１
）
et la , ce partage emporte consentement.
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は要求されなくなった。21歳に達すれば, 子は婚姻についての完全な独立性を
獲得することになり, 古法時代の尊敬催告書の制度は廃止されるに至ったので
ある。
しかしながら, 民法典においては, 古法時代への復帰が図られた。民法典は,
女子については21歳, 男子については25歳に達するまでは父母または祖父母の
同意なしには婚姻できないとし, 男女間に「婚姻成年年齢」についての差を設
けるとともに（成年年齢は男女とも21歳), かつての尊敬催告書に類似する制
度を復活させた。すなわち, 民法典原始規定によると, 女子については21歳,
男子については25歳に達しても, 婚姻を締結するためには尊敬証書 (acte
respectueux) によって父母または祖父母の助言を求めなければならず（151条),
婚姻を拒否されれば21歳から25歳までの女子, 25歳から30歳までの男子は月毎
に１回, 計３回の尊敬証書を提出し, 最後の証書の後１カ月を経過しなければ
挙式できないとされた（152・153条―上の年齢を超えれば１回の提出で挙式で
きる)。
しかしその後, 1907年６月21日の法律が, 婚姻成年年齢を男女ともに21歳に
統一（婚姻成年年齢が成年年齢と一致することになった）するとともに, 尊敬
証書の制度を廃止し, 男女ともに30歳までは父母に対して通告 (notification)
をすれば足り, 父母の反対があってもその後１カ月を経過すれば婚姻挙式がで
きることとした。さらに1922年４月28日の法律によって, 通告の必要な年齢が
30歳までから25歳までに引き下げられ, 次いで1933年２月２日の法律は, 通告
の制度を完全に廃止するに至った。ここに, 21歳の成年年齢に達した者は, そ
の婚姻について父母の介入から全面的に解放されることになったのである。
［三］本条は, 未成年者の父母の婚姻同意について, 父母の意見が一致しな
い場合は, 同意があったのと同一の効力が生ずる旨規定する。この点, 民法典
原始規定では, 意見不一致の場合は父の同意で足りるとし, 父の優位性が承認
されていたが, 1927年７月17日の法律によって現行規定のように改正された。
［四］本条およびその他の条文に規定される未成年者の婚姻に対する婚姻同
意は, 次のような性質を有する。第１に, 同意は特定の相手との婚姻について
与えられるべきものである（相手を特定しない一般的な同意は, 十分に未成年
者を保護できないから効力を有しない)。第２に, 婚姻が挙式されるまではい
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つでも撤回できる。第３に, 父母および直系尊属の婚姻同意権は絶対的裁量権
であり, 拒否に対して裁判所に救済を求めることは原則としてできない（拒否
の理由を示す必要もない)。
［五］本条の同意は, 挙式時に父母によって口頭でなされることが一般的で
あるが, 挙式に出席できない父母などは, 前もって文書で同意を与えることも
可能である。後者の場合は, 同意証書が公証人によってあるいは父母の住所ま
たは居所の地の身分吏によって作成される（⇒73条参照)。
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） 第149条 (1924年２月７日の法律）① 父母の一方が死亡している, 又
はその意思を表明することができない場合は, 他方の同意で足りる。
② 死亡した者の配偶者又は父母がこの死亡を宣誓のもとに証言するとき
は, 将来の夫婦の一方の父又は母の死亡証書を提出する必要はない。
③ 父又は母の現在の居所が知れず, １年以上音信がない場合に, 子及び
その父母のうちその同意を与える者が宣誓のもとにその旨の申述を行うと
きは, 婚姻の挙式の手続をすることができる。
④ これらすべては, 婚姻証書に記載される。
⑤ 本条および本節の以下の条文に規定される場合になされる虚偽の宣誓
は, 刑法典第363条 [現行434条の13] によって規定される刑罰で処罰され
る。
Art. 149 (L. 7 . 1924) Si l’un des deux est mort ou s’il est dans
	
de manifester sa 

, le consentement de l’autre suffit.
Il n’est pasde produire l’acte dedu	ou de lade
l’un des futurs 	
lorsque le conjoint ou les 	et du 
attestent ce sous serment.
Si la actuelle du 	ou de la est inconnue, et s’il n’a pas

de ses nouvelles depuis un an, il pourra	
la
du
mariage si l’enfant et celui de ses	etqui donnera son consentement
en fait la 
sous serment.
Du tout il sera fait mention sur l’acte de mariage.
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[一］未成年者の婚姻には父母の同意が必要であるとする前条の規定に続い
て, 本条１項は, 父母の一方が死亡したまたはその意思を表明できない場合に
は他方の同意で足りることを規定する。意思を表明することができない場合と
しては, 精神病, 親権喪失, 不在 (absence) などが考えられる。
［二］本条２項は, 死亡の証明について, 必ずしも死亡証書を提出する必要
はなく, 死亡した者の配偶者または父母が宣誓して証言することによってなし
うることを規定する。
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Le faux serment dans les cas au 	
article et aux articles
suivants du 	
chapitre sera puni des peines 	par l’article 363 du
code 
[ancien ; V. C. ., art. 43413].
第150条 ① (1927年７月17日の法律)《父及び母が死亡している, 又は
その意思を表明することができない場合は, 祖父及び祖母がそれらの者に
代わる。同一の系の祖父と祖母の間に不一致がある場合又は二つの系の間
に不一致がある場合には, この（意見の）分裂は同意をもたらす｡》
② (1924年２月７日の法律）父及び母の現在の居所が知れず, １年以上
音信がない場合に, 子自身並びに祖父及び祖母が宣誓のもとにその旨の申
述を行うときは, 婚姻の挙式の手続をすることができる。祖父又は祖母の
１人又は何人かが婚姻に同意を与えたが, 他の祖父又は祖母の現在の居所
が知れず, １年以上音信がない場合も同様である。
Art. 150 (L. 17 juill. 1927) Si le 	et la 	sont morts, ou s’ils sont
dans de manifester leur 
, les 	et 		les
remplacent ; s’il y a dissentiment entre 	et 		de la 	ligne, ou
s’il y a dissentiment entre les deux lignes, ce partage emporte consente-
ment.
(L. 7 . 1924) Si la 	
	actuelle des 	et 	est inconnue et
s’ils n’ont pas 

de leurs nouvelles depuis un an, il pourra 	
la 
du mariage si les 	et 		ainsi que l’enfant lui-	
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本条は, 父母の双方が死亡したまたはその意思を表明できない場合には, 父
母に代わって祖父母が（祖父母がいない場合は曾祖父母が―法文上明らかでは
ないがこのように解されている）婚姻同意権を有することを規定する。(父系
または母系のうちの）同一の系 (ligne) の内部において意見が一致しない場合,
または２つの系の間で意見が一致しない場合には, 婚姻に同意する意見が優先
する。したがって, たとえば未成年者に４人の祖父母がいるときには, 未成年
者はそのうちの１人の同意を得れば婚姻することができる。民法典原始規定で
は, 同一系内部における不一致の場合には, 祖父の意見に優越性が与えられて
いたが（２つの系の間での不一致については現行規定と同じ), 1927年７月17
日の法律によって本条のように改正された。
[一］本条は, 父母（直系尊属）の不在 (absence) を宣告する判決などの
謄本の提出が死亡証書の提出に代わることを規定する。
［二］民法典原始規定では, 本条は, 婚姻成年年齢（男子・25歳, 女子・21
歳）に達しても, 婚姻を締結するためには尊敬証書 (acte respectueux) によっ
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en font la 	
sous serment. Il en est de si, un ou plusieurs
ou donnant leur consentement au mariage, la 
actuelle
des autres ou est inconnue et s’ils n’ont pas 	

de leurs
nouvelles depuis un an.
第151条 (1933年２月２日の法律）将来の夫婦の一方の父及び母, 祖父
又は祖母の不在を宣告し, 又は不在についての調査を命じた判決の主文に
限定された謄本の提出は, 本法典第149条, 第150条, 第158条及び第159条
に規定される場合においては死亡証書の提出に相当する。
Art. 151 (L. 2 . 1933) La production de 	
,  au
dispositif, du jugement qui auraitl’absence ou aurait		



sur l’absence des et ou de l’un des futurs 	
la production de leurs actes dedans les casaux ar-
ticles 149, 150, 158 et 159 du 
code.
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て父母または祖父母の助言を求めなければならない旨規定していた。しかし,
その後このような制度は廃止されるに至った（⇒148条の注釈［二］参照)。
斜体の部分は, 現在適用されていない｡
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第152条 1927年７月17日の法律により削除
第153条 (1896年６月20日の法律）徒刑の刑罪の執行に関する1854年５月30日
の法律第６条に従って流刑の刑罪を受け又は植民地に留置されている尊属は, その意
思を表明することができない尊属と同視される。ただし, 将来の夫婦は,
常に, この尊属によって与えられる同意を求め, かつ身分吏に提出する権
利を有する。
Art. 153 (L. 20 juin 1896) Sera l’ascendant dans 	

de manifester sa 

l’ascendant subissant la peine de la ou
maintenu aux colonies en de l’article 6 de la loi du 30 mai 1854 sur
de la peine des travaux . Toutefois, les futurs 	
 !auront
toujours le droit de solliciter et de produire l’officier de civil le
consentement "
par cet ascendant.
第154条 (1933年２月２日の法律）① 父母の間, 同一の系の祖父と祖
母の間, 又は２つの系の祖父母の間の不一致は, 将来の夫婦の請求によっ
て公証人がこれを認定することができる。公証人は, 第二の公証人の協力
も証人の協力もなしに書面を作成する。公証人は, 企図された結合（婚姻）
をその同意が得られない父母又は祖父母の１人又は数人に通知する。
② 通知証書は, 将来の夫婦, その父母又は場合によってはその祖父母の
氏名, 職業, 住所並びに居所及び婚姻が挙式される場所を表示する。
③ 通知証書にはまた, この通知がいまだ与えられていない同意を得る目
的でなされること, 及びそれがなくとも婚姻の挙式に移る旨の表明が含ま
れる。
法と政治 61巻 3号 (2010年 10月) 279(320)
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Art. 154 (L. 2 . 1933) Le dissentiment entre le et la 	, entre


et 

de la 		ligne, ou entre 
des deux lignes peut 
par un notaire, requis par le futur et instrumentant sans le
concours d’un 	notaire ni de 	qui notifiera l’union 
celui ou ceux des , 	ou 
dont le consentement n’est pas en-
core obtenu.
L’acte de notification les 	, noms, professions, domiciles et
des futurs de leurs et 	, ou, le cas de
leurs 
, ainsi que le lieu sera 
le mariage.
Il contient aussi 
que cette notification est faite en vue d’obtenir
le consentement non encore et que, , il sera outre la

du mariage.
第155条 (1933年２月２日の法律）① 尊属の不一致は, あるいはその
署名が認証され, 婚姻を挙式すべき身分吏に送付された書面, あるいは第
73条第２項に規定される形式に従って作成される証書, あるいは（1934年
２月４日の法律により削除)《婚姻挙式証書》によっても認定されうる。
② 本条及び前条に列挙された証書は, 印紙を貼付して査証され, 無償で
登録される。
Art. 155 (L. 2 . 1933) Le dissentiment des ascendants peut  
	
siot par une lettre dont la signature est 
 
et qui est
l’officier de 
civil qui doit 
le mariage, soit par un acte
dans la forme !par l’article 73, 
2 ("#$%par L. 4 .
1934) &soit par l’acte de '(#)*+$,du marige-.
Les actes 	au article et l’article sont !
pour timbre et  gratis.
第156条 (1907年６月21日の法律）父母の同意, 祖父又は祖母の同意及
び家族会の同意が要求される場合に, それを婚姻証書に表示することなく,
280(319) 法と政治 61巻 3号 (2010年 10月)
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満18歳に達しない息子又は娘によって締結された婚姻の挙式の手続を行っ
た身分吏は, 関係当事者又は婚姻が挙式された管轄区域の大審裁判所付き
共和国検事の請求によって民法典第192条に定められる罰金に処せられる。
Art. 156 (L. 21 juin 1907) Les officiers de civil qui auraient 	

la	des mariages		s par des fils ou filles n’ayant pas atteint
de dix-huit ans accomplis sans que le consentement des et 
celui des ou et celui du conseil de famille, dans le cas il
est requis, soit	dans l’acte de mariage, seront,la diligence des parties
ou du procureur de la le tribunal de grande in-
stance de l’arrondissement le mariage aura 		

l’amende par l’article 192 du code civil.
第157条 (1934年２月４日の法律）第154条によって規定される通知の証
明を要求しなかった身分吏は, 前条に規定される罰金に処せられる。
Art. 157 (L. 4. 1934) L’officier decivil qui n’aura pasla jus-
tification de la notification prescrite par l’article 154, sera 	

l’amende  en l’article 	
.
第158条 2005年７月４日のオルドナンス第759号により削除
第159条 (1913年３月10日の法律）① 父母も祖父母もいない場合, 又
はそれらの者がすべてその意思を表明することができない場合は, 18歳未
満の未成年者は, 家族会の同意なしに婚姻を締結することができない。
② 2005年７月４日のオルドナンス第759号により削除
Art. 159 (L. 10 mars 1913) S’il n’y a ni , ni , ni , ni ,
ou s’ils se trouvent tous dans de manifester leur  , les
mineurs de dix-huit ans ne peuvent contracter mariage sans le consentement
du conseil de famille.
Al. 2 !"#$par Ord. n%2005759 du 4 juill. 2005, &compter du 1er juill.
法と政治 61巻 3号 (2010年 10月) 281(318)
本条１項は, 未成年者の婚姻について, 父母も祖父母もいない（またはその
意思を表明できない）場合には家族会 (conseil de famille) の同意を得なけれ
ばならないことを規定する。後見人ではなく, 家族会に同意権が与えられたの
は, 次のような理由による。婚姻の効果の１つに未成年の配偶者を未成年解放
する（その結果後見を終了させる）ことがあるが（⇒413条の１参照), このこ
とから, 後見人が後見（の責任）から逃れるために安易に婚姻に同意する懸念
がある一方で, 逆に管理の計算書提示の時期が早まることをおそれて同意を拒
否することが考えられるからである。
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2006.
第160条 (1924年２月７日の法律）①18歳未満の未成年者の尊属で, そ
の死亡が証明されていない者の現在の居所が知れず, １年以上音信がない
場合には, 未成年者は, その居所地の（1964年12月14日の法律第1230号)
《後見裁判官》の面前で, その書記官の立会いのもとに, その執務室にお
いて, 宣誓のもとに申述をなす。(1964年12月14日の法律第1230号)《後見
裁判官》は, その証書を付与する。
② (1964年12月14日の法律第1230号)《後見裁判官は, この宣誓を家族会
に通知する。家族会は, 婚姻の許可の請求について裁決する。ただし, 未
成年者は, 家族会の構成員の面前において直接に宣誓をなすことができる｡》
Art. 160 (L. 7 . 1924) Si la 	

actuelle de ceux des ascendants
du mineur de dix-huit ans dont le 	n’est pas est inconnue et si ces
ascendants n’ont pas	de leurs nouvelles depuis un an, le mineur en fera
la 	sous serment devant le (L. n641230 du 14 . 1964) juge
des tutellesde sa 	

, de son greffier, dans son cabinet, et le
(L. n641230 du 14 . 1964) juge des tutellesen donnera acte.
(L. n641230 du 14 . 1964) Le juge des tutelles notifiera ce serment
au conseil de famille, qui statuera sur la demande d’autorisation en mariage.
Toutefois le mineur pourra 
directement serment en 

des
282(317) 法と政治 61巻 3号 (2010年 10月)
本条から164条までは, 近親婚の禁止に関する規定である（養親子関係者間
の婚姻禁止については⇒356条, 366条参照)。近親婚の禁止は, 生理学・優生
学的理由ないしは道徳的理由に基づいている。古法時代の教会法では禁止の範
囲は７親等（カノン方式による７親等―民法典の計算方法では14親等）にまで
及んだが, 革命期には大きく自由化されることになった。民法典では少し厳格
さが戻ったが（たとえば, 離婚した配偶者同士の再婚は禁止された), その後
の改正によって現在では禁止の範囲は極めて狭くなっている。本条は, 直系血
族間および直系姻族間の婚姻を禁止する（直系姻族間の婚姻禁止が免除により
解除されうることについては⇒164条１号参照)。
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membres du conseil de famille.
第161条 婚姻は, 直系においては, (2005年７月４日のオルドナンス第
759号により削除)《嫡出又は自然の》すべての尊属と卑属の間, 及び同一の
系の姻族の間で禁止される。
Art. 161 En ligne directe, le mariage est entre tous les ascendants
et descendants (	
par Ord. n2005759 du 4 juill. 2005,compter du 1er
juill. 2006) ou naturels,et les dans la ligne.
第162条 (1914年７月１日の法律）婚姻は, 傍系においては, (2005年７
月４日のオルドナンス第759号により削除)《嫡出又は自然の》兄弟姉妹の間
で禁止される。(1975年７月11日の法律第617号により削除)《姻族関係を発
生させる婚姻が離婚によって解消されたときは, 同一の親等の姻族間で婚姻は禁止され
る｡》
Art. 162 (L. 1er juill. 1914) En ligne  , le mariage est 
entre le !"et la #$(	
par Ord. n2005759 du 4 juill. 2005, 
compter du 1er juill. 2006)ou naturels. (	
par L. n75617 du
11 juill. 1975) Il est %&
entre les 'au ()lorsque le mariage
qui produisait l’alliance a dissous par le divorce.
法と政治 61巻 3号 (2010年 10月) 283(316)
本条は, 傍系血族である兄弟姉妹の間で婚姻が禁止されることを規定する。
民法典原始規定においては, 同一親等の傍系姻族の間, すなわち義理の兄弟姉
妹間の婚姻も禁止されていたが, 1914年７月１日の法律は, 姻族関係を創設し
た婚姻が離婚によって解消された場合を別として, このような婚姻禁止を廃止
した。そしてさらに, 1975年７月11日の法律が, 1914年の改正後も残されてい
た禁止をも廃止するに至り, 現在では傍系姻族間の婚姻は禁止されなくなって
いる。
本条は, 傍系血族であるおじとめい, おばとおいの間でも婚姻が禁止される
ことを規定する。
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（
１
） 第163条 (1972年１月３日の法律）婚姻はまた, (2005年７月４日のオル
ドナンス第759号により削除)《その血族関係が嫡出であれ, 自然であれ, おじ
とめい, おばとおいの間で禁止される。
Art. 163 (L. n723 du 3 janv. 1972) Le mariage est encore entre
l’oncle et la	
, la tante et le neveu (par Ord. n2005759 du 4 juill.
2005, compter du 1er juill. 2006) , que la soit ou naturelle
第164条 (1938年３月10日の法律）ただし, 共和国大統領には, 以下の
規定によって定められる禁止を, 重大な事由がある場合に解除することが
許される。
一 姻族関係を創設した者が死亡した場合における，直系姻族間の婚姻に
ついての第161条
二 (1975年７月11日の法律617号により削除)《義理の兄弟と義理の姉妹の間の
婚姻についての第162条》
三 おじとめい，おばとおいの間の婚姻についての第163条
Art. 164 (L. 10 mars 1938)  	!	", il est loisible au #"$	%de la
&'()'de lever, pour des causes graves, les prohibitions %": 1*par
l’article 161 aux mariages entre  ("en ligne directe lorsque la personne qui
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本条は，近親婚として婚姻を禁止される場合の一部につき，重大な事由
(causes graves) があるときには (子の利益が最もよく考慮される事由である)，
共和国大統領の免除 (dispense) によってその禁止が解除されうることを規定
する。このような解除の対象となるのは，おじとめい，おばとおいの間の婚姻
禁止（163条)，または姻族関係を創設した者が死亡した場合における直系姻族
間の婚姻禁止（161条）である (その他，366条も参照)。直系血族間および兄
弟姉妹間の婚姻禁止には，解除の余地はない。
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a l’alliance est ; (	
par L. n75617 du 11 juill. 1975) 
par l’article 162 aux mariages entre et belles-3par l’article
163 aux mariages entre l’oncle et la , la tante et le neveu.
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